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①厚生労働省各部局、内閣府・子ども子育て本部、内閣官房IT戦略室、
番号制度推進室等へのロビー活動

②厚生労働省・国保中央会と以下の検討委員会を共同で設置
・「介護保険事務処理システム検討会」へ委員10名派遣
・「障害者総合支援事務処理システム検討会」へ委員8名派遣
・「障害者総合支援審査事務研究会」へ委員派遣
・「国保保険者標準事務処理システム検討会」へオブザーバ3名派遣
・「広域連合標準システム研究会」へオブザーバ3名派遣

③当委員会を代表して以下の専門委員会に参画
・三菱総合研究所の「介護事業所におけるICTを通じた情報連携に関する
調査研究に係る検討会」へ委員派遣
・三菱総合研究所の「障害福祉データベース構築に向けた調査研究に係る
検討会」への委員派遣
・野村総合研究所の「PHRの推進に関する検討会 自治体健診（検診）
作業班」へ委員派遣
・福祉医療機構の「WAMNET事業推進専門委員会」へ委員派遣 等

①介護保険制度改正に対する市町村の運用、システムへの影響範囲を精査し、
厚生労働省、国保中央会へ提言活動

福祉システム委員会
（金本委員長）
（副委員長：

今井・川崎・坂崎）

介護保険事務処理WG
（田中リーダ）

１．福祉システム委員会 活動報告（２０２０年度事業計画実績）
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①内閣府へのシステム的な見地からの提言活動
②児童手当、児童扶養手当の改正や番号対応に関する情報収集活動

子ども子育て支援WG
（河野リーダ）

①障害者総合支援法等の改正に関する市町村の運用、システムへの影響範囲
を精査し、厚生労働省、国保中央会へ提言活動
②番号制度対応に関する活動

障害者総合支援WG
（福田リーダ）

１．福祉システム委員会 活動報告（２０２０年度事業計画実績）

後期高齢者WG
（岩田リーダ）

①平成30年度税制改正対応(住民税の基礎控除額見直し対応)に伴う対応
②オンライン資格確認等システムに関する対応

①システム検討会における検討や提言活動
「国保保険者標準事務処理システム検討会」におけるオブザーバー参画
JAHISのHP（ダウンロードサイト）を活用した、メンバーへの情報共有

国民健康保険WG
（大村リーダ）

①コロナワクチン接種のクーポン券、市町村システムへの影響に関する提言活動
②要保護児童情報共有システムの構築に関する提言活動
③PHR検討会で提言されている健康増進法に基づく各種健(検)診のデータの
標準化の検討

保健衛生WG
（名取リーダ）

①「介護事業所におけるICTを通じた情報連携に関する調査研究に係る検討会
等」への参加を通して、 「居宅介護支援事業所と訪問介護などのサービス提
供事業所間における情報連携の標準仕様」の事務連絡発出支援

介護事業者連携WG
（鴻谷リーダ）
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２．介護保険制度改正への取組み

介護保険制度の見直しを受けた活動を実施

 2021年4月、8月に予定されている介護保険制度改正を中心に、最新情報や動向を収集し、
WGメンバと情報共有を行う。

 厚生労働省、国民健康保険中央会と介護保険事務処理システム検討会等で連携を図りながら、
システムベンダの立場から専門的な提言を積極的に行う。

２．2021年度の活動予定

 2020年4月施行、および8月施行の介護保険保険制度改正に関して、JAHIS会員より疑義を受
付し、厚生労働省、国民健康保険中央会へ制度の内容および詳細仕様の確認を実施。

１．2020年度の活動内容

5
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厚生労働省

JAHIS 代表

・見直し改正の論点の説明
・当会議で決定した内容を全国へ情報展開
（事務連絡で発出）
・全体統括マネジメント作業

法改正の概要説明・全体統括

マネジメント

支援

・事務処理コンサルタント担当
・市町村システム担当
・都道府県システム担当
・事業所システム担当
・サービスコード担当
各2名ずつ 合計10名選出

各システムの標準化の支援

主催者：国保中央会

国保中央会

・全国の国保連合会支援
・支払等システム
・報酬マスタ関連 等

国保連合会システム担当

介護保険事務処理システム検討会

6

２．介護保険制度改正への取組み

6
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２０２１年度 介護保険制度の主な改正案件

7

施行時期 No 改正案件

４月
施行

1 要介護認定を受けた者に対する総合事業利用の弾⼒化

2 介護報酬改定

3 更新認定有効期間の上限延長

4 税制改正対応（保険料）

5 認定ソフトバージョンアップに伴う項目の追加

6
介護予防・日常生活支援総合事業利用者の基本チェックリストの入⼒及び送信機
能の追加

８月
施行

1 高額介護（予防）サービス費の見直し

2 食費居住費の助成（特定入所者介護サービス費）の見直し

3 税制改正対応（利用者負担割合、高額介護サービス費、補足給付）
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要介護認定を受けた者に対する総合事業利用の弾⼒化

8

 令和3年度からは、要支援者等に加えて、市町村の判断により、要介護者についても、総合事業の
対象とすることを可能となります（左図）。

 要介護認定者が介護給付サービスを受ける前から、市町村の補助により実施される第1号事業の
サービスを継続的に利用することが可能となります（右図）。

出典：2020年7月31日
「全国介護保険担当課長会議資料」

出典：2020年10月22日 「介護保険最新情報Vol.885 介護保険法施
行規則の一部を改正する省令の公布について」
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認定ソフトバージョンアップに伴う項目の追加(1/3)

9

 医療保険番号、医療被保険者証番号等の入力、送信機能追加が行われます。
 認定調査票（概況調査）の調査項目のコード化、項目の見直しが行われます。

改正後・認定調査票 【現在の状況コード】
・養護老人ホーム
・軽費老人ホーム
・有料老人ホーム
・サービス付き高齢者向け住宅

追加項目

【家族状況】
・独居
・同居（夫婦のみ）
・同居（その他）出典：2020年12月25日発出 事務連絡資料

「認定ソフト2021 のリリース予定及び配布にかかるご協⼒のお願いについて」
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認定ソフトバージョンアップに伴う項目の追加(2/3)
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 主治医意見書の電子化対応（現行の5項目に加え診断名および各選択項目が追加
されます。

出典：2020年12月25日発出
「介護保険総合データベースシステム改訂版に関する説明書」

選択項目（50項目追加）が送信対象 入⼒項目（6項目）が送信対象

従来の選択項目（5項目）に加え、新たに選択
項目（50項目）が認定ソフト2021への連携
対象となります。

出典：2020年12月25日発出 事務連絡資料
「認定ソフト2021 のリリース予定及び配布にかかるご協⼒のお願いについて」

「診断名１～３」、「発症年月日１～３」の入
力項目（6項目）が認定ソフト2021への連
携対象となります。
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認定ソフトバージョンアップに伴う項目の追加(3/3)
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 「特殊な職権データの判別用データ項目」が新規追加されます。
 任意項目であった「委託区分」、「認定調査員資格コード」が必須化されます。

出典：2020年12月25日発出
「介護保険総合データベースシステム改訂版に
関する説明書」
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高額介護サービス費の見直し
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 高額介護サービス費について、自己負担上限額を医療保険の高額療養費制度における負担上限額
に合わせ、年収770万円以上の者と年収約1,160万円以上の者について、世帯の上限額の引き
上げが行われます。

出典：2020年3月10日
「全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料」
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食費居住費の助成（特定入所者介護サービス費）の見直し
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 施設入所者に対する食費居住費の助成について、第３段階を本人年金収入等80万円超120万
円以下の段階（第3段階①）と同120万円超の段階（第3段階②）の2つの段階に区分し、第
3段階②の負担限度額を上乗せされます（左図）。

 ショートステイの食費居住費の助成について、施設入所者と同様に第3段階を2つの段階に区別し、
第3段階②について本人の負担限度額への上乗せを行うとともに、食費が給付外となっているデイサー
ビスとの均衡等の観点から、食費の第3段階①及び第2段階についても、本人の負担限度額へ上乗
せされます（右図）。

出典：2020年3月10日
「全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料」
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３．介護事業者連携への取組み

今後の活動指針について（１／２）

厚生労働省の「介護事業所におけるICTを活用した情報連携に関する調査研究等」の検証により、居宅サービス事
業者間のインターフェース（第1,2,3,6,7表）を元に介護事業者間の標準化の事務連絡が発出された。
→今後、さらなるインターフェースの課題の解決と、標準化を実施する。

介護現場のICT活用に関する問題点を洗い出し、厚生労働省へ業務効率化に向けた提言を引き続き実施し、業
界の標準化を推進する。また在宅医療と介護の連携についての標準インタフェース策定も働きかける。

１．厚生労働省との連携

医療介護連携ＷＧにおいて、「介護事業所におけるＩＣＴを通じた情報連携に関する調査研究」の中で、医療介
護連携の標準化を検討しており、「入院時状況提供書」「退院対処情報記録書」「訪問看護記録書」などの書式標
準化を検討している。
→ 本標準化との連携を強化する。

２．医療介護連携ＷＧとの連携

14
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３．介護事業者連携への取組み

「在宅医療と介護間の情報連
携におけるデータ項目仕様
書」をインプット資料とする。

厚労省老健局振興課より
通達予定（2020/3）

ケアプラン「第1,2,3,6,7表」の
インターフェース標準化

2019年度完了

３．標準化への具体的な取組み

ＩＦの決定
／データ項目仕様書

さらなる標準化ＩＦの検討

令和２年度成果物予定

●訪問看護の医療－介護連
携について検討を実施。

厚労省「介護事業所における
ICTを活用した情報連携に関
する調査研究等」のIF課題

今後の活動指針について（２／２）

15



ⓒ JAHIS 2021 16

未来投資会議 構造改革徹底推進会合「健康・医療・介護」会合 第２回 資料５より引用

昨年度から継続



ⓒ JAHIS 2021 17

社会保障審議会解雇保険部会 介護分野の文書に係る負担軽減に関する専門委員会中間取りまとめ 引用
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社会保障審議会解雇保険部会 介護分野の文書に係る負担軽減に関する専門委員会中間取りまとめ 引用
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①住民税基礎控除、給与所得控除、公的年金控除の見直し及びそれらの調整控除の導入に係る対応や、
②低所得者や元被扶養者に関する軽減特例措置の縮小・廃止に関して、市町村側支援システムに関する影響
分析支援を、リーダー・サブリーダー企業を中心に、厚生労働省・国民健康保険中央会に対して実施し、システム
仕様整理や国の事業予算策定等に貢献した。また、これらの情報や事務連絡の共有、システム仕様の調整に
関する予備調査をメール等で会員に対して実施した。

４．後期高齢者医療制度への取組み

法改正に関する活動

１．活動概要

その他に関する活動

広域連合標準システムに関する｢クラウド化調査研究｣に関して市町村側支援システムに関する助言等を、リーダー・
サブリーダー企業を中心に、厚生労働省・国民健康保険中央会に対して実施し、調査研究に関する中間報告書の策
定にも貢献した。市町村側支援システムに関する事項で公開できるものに関しては、メール等で会員に対して実施した。

１．活動概要

引き続き、法改正等に関して、リーダー・サブリーダー企業を中心に、厚生労働省・国民健康保険中央会に対して、
①システム仕様に関する助言、②システム調達仕様の中立性に関する助言、③特定個人情報保護評価に関する
支援等を実施しつつ、会員企業にも情報共有を行う。

２．今後の取組み

1919
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５．障害者総合支援法改正に対する取組み

障害者総合支援法の改正に関する活動を実施

20

2020年4月から予定されている障害福祉サービス等報酬改定を中心に、障害福祉データベース構
築の動向など今後予定される様々な障害者福祉制度にからむ最新情報や動向を収集し、WGメンバ
と情報共有を行う。また、厚生労働省、国民健康保険中央会とシステム検討会等で連携を図りながら、
システムベンダの立場から専門的な提言を積極的におこなう。

２．今後の取組み予定

2020年4月の障害福祉サービス等報酬改定に関して、厚生労働省・国民健康保険中央会とシステ
ム検討会を通して、市町村事務運用及びシステムへの影響について専門的な立場から提言活動を実
施。また、障害者総合支援法に関連する事務連絡の情報収集を実施し、事務連絡や通知等のWG
メンバへの情報展開を行った。

１．2020年度の活動内容

20
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厚生労働省

JAHIS 代表

・総合支援法の見直し改正の論点の説明
・当会議で決定した内容を全国へ情報展開
（事務連絡で発出）
・全体統括マネジメント作業

法改正の概要説明・全体統括

マネジメント

支援

・事務処理コンサルタント担当
・市町村システム担当
・都道府県システム担当
・事業所システム担当
各2名ずつ 合計8名選出

各システムの標準化の支援

主催者：国保中央会

国保中央会

・全国の国保連合会支援
・支払等システム
・報酬マスタ関連
・請求簡易入⼒ 等

国保連合会システム担当

障害者総合支援事務処理システム検討会
（略称：障害者システム検討会）

21

５．障害者総合支援法改正に対する取組み

21
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令和３年度障害福祉サービス等報酬改定の概要

５．障害者総合支援法改正に対する取組み

※令和3年1月26日掲載「令和２年度 全国厚生労働関係部局長会議資料」より引用

22
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障害福祉関係データベース構築に向けた調査研究事業

５．障害者総合支援法改正に対する取組み

2019年度の障害者総合福祉推進事業として「障害福祉関係データベース」の構築に向けた調査研究事業が実施さ
れ、2020年度はデータベース構築に向けた検討がされている。2021度以降、障害福祉データベースの構築および各市
町村における事務システム等の改修が予定されている。（今年度の調査研究事業は三菱総合研究所）

23
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子ども子育ては制度施行後は、リーダー・サブリーダーの2名にて、子ども子育て支援・児童手当は内
閣府へ、児童扶養手当は厚労省へ提言、情報収集活動を行ってきた。2020年度は特に児童扶養
手当の「年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する法律」対応や、自治体システ
ムの標準化に関連して厚生労働省との意見交換を行い、WGメンバーへの情報共有を行うことで、事
業の円滑な推進に寄与した。

内閣府、厚生労働省などへの提言活動・情報収集

１．活動概要

2021年度は、自治体システムの標準化に関して、児童手当・児童扶養手当、子ども子育て支援の
検討が本格化する。それぞれ仕様策定のコンサルティングを獲得した事業者と連携しながら標準化の効
果を最大化すべくJAHISとして情報収集と共有を行う。
また、少子化対策として、児童手当の特例給付の廃止などが検討されており、これもJAHISとして連
携しながら関連所管課へ提言などを行っていく。

２．今後の取組み

６．子ども子育て支援施策への取組み

2424
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１．児童扶養手当標準仕様策定

25

2020年11月に決定した標準仕様策定のコンサル事業者から提示された2021年1月までのスケジュール
は以下の通り。

年度内は自治体、ベンダヒアリングを行い、現状調査と仕様策定の基礎作業が行われる。
JAHISとして、情報提供と提言を行い、2021年度の仕様策定と検討会の運営に寄与していく。

25
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２．児童手当の特例給付の廃止を検討

26

・時期：2022年10月支給分から
・概要：年収1200万円以上の世帯を特例給付の対象からはずす方針
・補助など

：詳細な対象に関する考え方やシステム改修にかかる経費については現時点で不明

新聞報道

26
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2018年4月に国民健康保険の都道府県化が施行されたが、施行前から開催されていた「国保保険者標準事務
処理システム検討会」（非公開）が施行後も継続して開催されており、WGリーダーとサブリーダーの計3名がオブザー
バーとして引き続き招聘された。会議の場ではシステムベンダーとして、情報集約システムへの機能強化に関する提言や、
市町村事務処理標準システムの機能強化・オンライン資格確認の施行に向けた対応に関して専門的立場での提言
活動を行った。
また、厚生労働省（国保中央会）が市町村向けサポートサイトに公開している情報をメンバーにML（メーリングリス
ト）を通じて広報し、情報入手を公開と同時に実施できるように対応している。

システム検討会における検討や提言活動

１．活動概要

７．国民健康保険 制度改正への取組み

厚生労働省

国保中央会
WGメンバWGリーダー

・サブリーダー

JAHIS

・システム検討会における技術的提言

参加募集

参加申込

サポートサイトに公開された更新情報を
ＷＧメンバに随時共有

情報公開

情報公開
情報展開

国保都道府県化に関して、都道府県・
市区町村に情報提供するサイト
（ベンダーは直接参照不可）

サポートサイト

2727
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都道府県化施行から約3年経過し、2021年3月に稼働するオンライン資格確認に向けた課題対応と、稼働後に発
生する運用面の課題についてタイムリーな対応を進めていく必要がある。
また、デジタルガバメント実行計画2021において、デジタル庁を司令塔とした自治体のDX推進がうたわれている。国
民健康保険については、標準システムの導入意義や効果を広く周知するとともに、2022年夏までに標準仕様書の見
直しを行うこととされていることから、厚生労働省・国保中央会と連携を図りながら標準化の加速に向けての協⼒を行う。

２．今後の取組み

厚生労働省

JAHIS

・制度設計
・市町村・都道府県との各種調整

国保中央会
・標準システム開発
・全国の国保連合会支援

・IT開発ベンダの立場からの提言
・標準化/共通諸課題解決に向けた協⼒

2828
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８．保健衛生分野への取組

自治体健診（がん検診等）データ標準化に関する活動

29

自治体健診（がん検診等）の情報を2020年6月を目途に自治体中間サーバへ副本登録を行う予定となっている
ため、データ標準レイアウト作成に関する厚生労働省への支援を行っている。
また、自治体⇒中間サーバの副本だけでなく、健診実施機関⇒市町村の健診結果提供に関しても標準的なデータ
フォーマットを厚生労働省が作成をしているため、そちらの支援も実施している。
健診実施機関⇒市町村の健診結果提供に関しては、主に紙での運用が主流となっており、運用に関しても各地の
医師会と市町村の間で、個々に取り決めた内容で実施されているため、運用面での提言等も積極的に実施している。

１．活動概要

中間サーバの副本対応、健診機関からのデータ連携（XML対応）ともに、厚生労働省から補助金が交付されるた
め、引き続き、随時厚生労働省に対して情報収集の活動を行っていく予定。

２．今後の取組み
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８．保健衛生分野への取組

新型コロナウイルスワクチン接種に関する活動

30

１．市町村準備スケジュール（イメージ）

厚生労働省 第２回新型コロナウイルスワクチン
接種体制確保事業に関する自治体向け説明会 資料
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新型コロナウイルスワクチン接種に関する活動

市町村が発行する接種券は、国民健康保険団体連合会で請求・支払事務を実施する住所地外接種を考慮した
上で予防接種法に基づいた接種済証と一体にする必要があり、JAHISにて様式案を作成し、厚生労働省へ提示。

１．接種券と接種済証のデザイン

８．保健衛生分野への取組

券　　種 2 1 回目 券　　種 1 1 回目 1回目

請  求  先 請  求  先 接種年月日

券  番  号 券  番  号

氏　　名 氏　　名

接種場所

券　　種 2 2 回目 券　　種 1 2 回目 2回目

請  求  先 請  求  先 接種年月日

券  番  号 券  番  号

氏　　名 氏　　名

接種場所

　　

新型コロナウイルスワクチン　予防接種済証（臨時）
Certif icate of Vaccination for COVID-19

　

　

メーカー／Lot No.

（シール貼付け）

メーカー／Lot No.

（シール貼付け）
2021年

　月　　　日

　　 　 　 　

接種券 診察したが接種できない場合

〇〇県〇〇市 123456 〇〇県〇〇市 123456

　　

2021年

　月　　　日

1234567890 1234567890

厚生　太郎 厚生　太郎

1234567890 1234567890

123456 〇〇県〇〇市 123456

ワクチン接種

ワクチン接種

予診のみ

予診のみ

厚生　太郎 厚生　太郎

〇〇県〇〇市

OCRライン（18桁） OCRライン（18桁）

OCRライン（18桁） OCRライン（18桁）
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新型コロナウイルスワクチン接種に関する活動

市町村は、ワクチンの接種結果を健康管理システムなどの予防接種台帳で管理・保存することとなり、ワクチンの接種
履歴はマイナンバーの副本登録の対象になるため、コロナウイルスワクチンに対応したシステム改修の内容を厚生労働省
へ提言を行った。

２．予防接種台帳での接種情報の管理

32

８．保健衛生分野への取組

厚生労働省 第２回新型コロナウイルスワクチン
接種体制確保事業に関する自治体向け説明会 資料
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新型コロナウイルスワクチン接種に関する活動

新型コロナウイルスワクチンは薬事承認後、すぐに接種が始まるという異例のケースとなり、従来の予診票の質問項目
とも異なる上、国民健康保険団体連合会で請求・支払事務を実施することを考慮した様式案をJAHISで作成し、厚
生労働省へ提示。

３．新たなワクチンに対応した予診票のデザイン

８．保健衛生分野への取組
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９．自治体システム標準化の動向

34

出典：2020年3月17日 「地方自治体業務プロセス ・情報システム標準化の取組について」
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出典：2020年3月17日 「地方自治体業務プロセス ・情報システム標準化の取組について」
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出典：2020年3月17日 「地方自治体業務プロセス ・情報システム標準化の取組について」
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出典：2020年3月17日 「地方自治体業務プロセス ・情報システム標準化の取組について」
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出典：2020年3月17日 「地方自治体業務プロセス ・情報システム標準化の取組について」
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出典：2020年3月17日 「地方自治体業務プロセス ・情報システム標準化の取組について」
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出典：2020年3月17日 「地方自治体業務プロセス ・情報システム標準化の取組について」
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出典：2020年3月17日 「地方自治体業務プロセス ・情報システム標準化の取組について」
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出典：2021年1月 「地方自治体の業務プロセス ・情報システムの標準化の作業方針の見直しについて」
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出典：2021年1月 「地方自治体の業務プロセス ・情報システムの標準化の作業方針の見直しについて」
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出典：2021年2月 「地方自治体によるガバメントクラウドの活用について(案)」
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出典：2021年2月 「地方自治体によるガバメントクラウドの活用について(案)」
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出典：2021年2月 「地方自治体によるガバメントクラウドの活用について(案)」
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出典：2021年2月 「地方自治体によるガバメントクラウドの活用について(案)」
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出典：2021年2月 「地方自治体によるガバメントクラウドの活用について(案)」
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出典：2021年2月 「地方自治体によるガバメントクラウドの活用について(案)」
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今後も各業務で大規模な制度改正が
控えています・・・

さらにガバメントクラウドへの移行が2025年末まで
となっており、急激な変化が求められています。

抜本的な制度設計の見直しや
データヘルス集中改革プラン・ビックデータ利活用も

着々と進められています。

引き続き、この分野の動向に注視をお願いします !!

50



健康で豊かな国民生活を保健医療福祉情報システムが支えます

ⓒ JAHIS 2021

ご清聴ありがとうございました
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